委 任 状（役所提出用）

本委任状は民法第643条（委任）に基づき作成しています。
記載内容を確認のうえ、委任者本人が署名・押印してください。

本書は、公的機関・役所での手続き（年金・国民健康保険・介護保険・税務）を代理人に委任するためのテンプレートです。
各機関によって書式が定められている場合はその書式を優先してください。


【パターンA】年金手続き委任状
令和　年　月　日

日本年金機構　　　年金事務所　御中

委 任 状

私は、下記の者を代理人と定め、年金に関する下記の手続きを委任いたします。

【委任事項】
（該当するものに○をつけてください）

□ 年金の請求手続き（老齢年金・障害年金・遺族年金）
□ 年金振込先の変更
□ 年金証書・通知書の受領
□ 加入記録の照会・確認
□ 住所変更の届出
□ その他：　　　　　　　　　　　　　　　　　
【本人（委任者）の年金情報】
基礎年金番号：　　　　　－　　　　　　
氏　名：　　　　　　　　　　　　（年金証書記載の氏名）
生年月日：　　年　月　日生
住　所：　　　　　　　　　　　　　　　　

【受任者（代理人）】
住　所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電　話：　　　　　　　　　　委任者との続柄：　　　　

【委任者（依頼人）】
住　所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
生年月日：　　年　月　日　　電話：　　　　　　　　

※ 日本年金機構の窓口では、別途所定の委任状用紙を用意している場合があります。事前に年金事務所にご確認ください。
※ 代理人は本人確認書類（運転免許証・マイナンバーカード等）と本委任状が必要です。
※ マイナポータルを利用すると、一部手続きをオンラインで完結できます。


【パターンB】国民健康保険手続き委任状
令和　年　月　日

　　　　　市区町村長　殿

委 任 状

私は、下記の者を代理人と定め、国民健康保険に関する下記の手続きを委任いたします。

【委任事項】
（該当するものに○をつけてください）

□ 国民健康保険の加入届
□ 国民健康保険の脱退届（社会保険加入・転出等）
□ 国民健康保険証の再交付申請
□ 国民健康保険料の減額・免除申請
□ 高額療養費の申請
□ その他：　　　　　　　　　　　　　　　　　

【受任者（代理人）】
住　所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電　話：　　　　　　　　　　委任者との続柄：　　　　

【委任者（依頼人）】
住　所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
生年月日：　　年　月　日　　電話：　　　　　　　　

※ 健康保険証の返却が必要な場合は委任状と合わせて持参してください。
※ 市区町村によって書式が異なる場合があります。窓口に確認の上、本書または所定の用紙をご利用ください。


【パターンC】介護保険・要介護認定申請委任状
令和　年　月　日

　　　　　市区町村長　殿

委 任 状

私は、下記の者を代理人と定め、介護保険に関する下記の手続きを委任いたします。

【委任事項】
（該当するものに○をつけてください）

□ 要介護認定・要支援認定の申請
□ 要介護認定の更新申請
□ 介護保険被保険者証の再交付申請
□ 負担限度額認定証の申請
□ 高額介護サービス費の申請
□ その他：　　　　　　　　　　　　　　　　　
【本人（委任者）の介護保険情報】
介護保険被保険者番号：　　　　　　　　
氏　名：　　　　　　　　　　　　
生年月日：　　年　月　日生（年齢：　　歳）

【受任者（代理人）】
住　所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電　話：　　　　　　　　　　委任者との続柄：　　　　

【委任者（依頼人）】
住　所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
生年月日：　　年　月　日　　電話：　　　　　　　　

※ 要介護認定申請は、本人・家族・ケアマネージャーが申請できます（委任状不要の場合も）。
※ 申請窓口は各市区町村の介護保険担当課または地域包括支援センターです。


【パターンD】税務関係手続き委任状（市区町村）
令和　年　月　日

　　　　　市区町村長　殿

委 任 状

私は、下記の者を代理人と定め、税務に関する下記の手続きを委任いたします。

【委任事項】
（該当するものに○をつけてください）

□ 住民税に関する証明書（課税証明書・非課税証明書）の取得
□ 固定資産税・都市計画税の減額申請
□ 固定資産評価証明書の取得
□ 納税証明書の取得
□ その他：　　　　　　　　　　　　　　　　　
【注意】確定申告・所得税に関する手続きは税務署が担当機関です（市区町村ではありません）。
税務署への委任状が必要な場合は、税理士法・所得税法に基づく「税務代理権限証書」が必要な場合があります。
税務申告の代理については税理士にご相談ください。

【受任者（代理人）】
住　所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電　話：　　　　　　　　　　委任者との続柄：　　　　

【委任者（依頼人）】
住　所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
生年月日：　　年　月　日　　電話：　　　　　　　　

※ 相続に伴う各種名義変更・税務申告については、司法書士・行政書士・税理士にご相談ください。




